
3 款 2 項 4 目

27 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

265,000 265,000 265,000 265,000 265,000 1,325,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

新制度移行施設（地域型保育給付） カ所 1 1 3
新制度移行施設（施設型給付） カ所 15 15 15

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 0 73,096 68,235 72,835

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 16,997 8,681 21,379

83,957
県支出金 0 44,283 0 41,981

人件費 0 2,412 2,412 2,412
国庫支出金 0 87,859 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.00 0.30 0.30 0.30
人件費単価 0 8,042 8,042

2,413
合計 0 222,235 76,916 220,152

事業費
直接事業費 0 219,822 74,503 217,739
人件費 0 2,413 2,413

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

従来は、保育所・幼稚園・認定こども園に対し、異なる財源のもと個別の給付費として施設への経費や保護者
への助成金が支給されてきたが、子ども・子育て支援新制度では「施設型給付費」という共通の給付に一本化
し、市町村が施設・保護者に経費や助成金の支給を行う。市町村の認可事業として地域型保育事業を創設
し、待機児童の解消を図る。

事業の内容

市町村が確認した施設（保育所・幼稚園・認定こども園・小規模保育所等）に対して財政支援を行う。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

事業の対象 施設型給付事業：保育所・幼稚園・認定こども園、地域型保育給付事業：小規模保育・家庭的保育・居宅訪問型保育・事業所内保育

根拠法令等
児童福祉法・学校教育法・認定こども園法

予算科目

総合計画での位置付け
福祉の向上と保健・医療の充実〜やすらぎとぬくもりのまちづくり〜
少子化対策の充実

事業の性格 内部管理事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 子育て支援課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業

552
記入者情報 所属長： 西川 重子 担当責任者： 下岡 裕基

事務事業名 施設型給付・地域型保育給付事業



5二次評価
（所属部長）

以下の点について外部評価が必要と判断し、行政評価委員会に諮る。

意見、課題

行政評価委員会抽出事業

（二次評価者コメント）

子ども子育て支援新制度の実施に伴い、新たに小規模保育園３園が開設しており、その効果を検証する
ため、行政評価委員会に諮る。

課題認識

平成27年4月に待機児童が発生し、小規模保育事業所3施設により解消することができた。

利用者支援には繋がったが、事業費は増大することとなった。

二次評価

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率

課題認識

子ども・子育て支援事業の実施に伴い、平成27年４月に待機児童が発生したため、小規模保育事業所３
施設の事業認可を行い、事業費は増大したが、待機児童の解消につながった。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 5

B

4
受益者負担の適正 4

施策への貢献度 4

市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 5

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率 4
受益者負担の適正 4

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 4

目　　標 0 16 0 0
実　　績 0 18 0 0

成果指標

成果指標
子ども・子育て支援新制度に移行（新規開設含む）した施設数

指標設定の
考え方

本事業は、施設型給付・地域型保育給付施設を対象とする事業であることから、子ども・子育て支援新制度の
実施に移行（新規開設含む）した施設数を指標とする。

区分年度 26年度 27年度 28年度



1
経営者会議の最終判断

事業の方向性
さらに重点化する。

意見、課題

　平成29年4月から定員96名の民間の幼保連携型認定こども園が開設の予定となっている。国が定める
事業であることから、引き続き事業を継続し、待機児童が発生しないようにすること。

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

・給付される側が適正に使っているかどうか疑問である。

・行政が大幅なサポートを行い、待機児童が出ないよう対応いただきたい。

・新制度であるため、対応が大変だろうと思うばかりである。事業の良い悪いはない。


